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論 文 内 容 の 要 旨 
本論文は、日本の非行少年の保護が、少年法制と児童福祉法制の択一的二元構造になっていること、
すなわち、一方が適用されればもう一方が排除されるという構造になっていることを指摘し、そこか
ら、双方が同時的に、重畳的に適用される可能性を、法解釈として、あるいは制度的に設けて、重畳
的二元構造に転換することを提案するものである。具体的には、各地方自治体にある、児童相談所な
どの児童福祉法上の制度や専門家を、家庭裁判所が非行少年の保護のための処遇にあたっても活用で
きるようにすること、あるいは、逆に家庭裁判所の試験観察を児童相談所が利用できることを提案す
る。 
 
はじめににおいて、本稿の目的が非行少年の保護の充実にあること、そのために、少年の抱える問
題の多様性に対応した保護が必要であるが、現在の日本における保護は、充分なものとはなっていな
いとする。すなわち、非行少年へは、非行へ焦点をあてた少年法による働きかけか、必ずしも非行に
焦点をあてない児童福祉法による働きかけのいずれかしか確保されないという制度設計になってい
ない。これを筆者は択一的二元構造と呼び、不充分であるとし、少年法による働きかけと児童福祉法
による働きかけの両方を確保する「重畳的二元構造」に転換すべきであるとする。 
 
第 1 部 フランスにおける少年司法制度と保護のあり方において、筆者は、筆者のいう重畳的二
元構造の制度がとられているフランスを比較法として示す。本論文の白眉である。 
非行少年手続と要保護少年手続の歴史と現在、そして、両手続が少年係判事という裁判官により重
畳的に用いられていることを詳細に、しかし明快に示す。 
さらに、この少年司法制度の重畳的二元構造が、安定した制度である刑事裁判における陪審制（名
前と異なりわが国の裁判員裁判に近い）や予審に比べ、激しく実務上批判と反論の渦中にあること、
それにもかかわらず、いや、そうであるが故に、非行少年の保護には、「重畳的二元構造」の制度が
必要であることをその激論が示しているとする。 
 
第２部 日本の少年司法制度における二元構造において、筆者は、日本においても少年司法制度
の重畳的二元構造が必要であること、そしてその実現の道筋について論じる。まだ荒削りであるが、
将来の発展可能性を示すものである。 
まず、非行少年の要保護性について、再検討し、非行少年にも福祉的要保護性があることを確認す
る。 
具体的には、少年への虐待と少年非行が並存している場合、地域不良グループとかかわりの強い非
行、少年院収容中、家族への付き添い援助が必要な場合、非行少年が何らかの障碍をかかえる場合な
どである。 
次いで、現在の少年司法制度の択一的二元構造が、現在の司法と福祉の二極分化の流れの中で、そ
の問題点の深刻化が生じていると言う。すなわち、現在でも僅かしかない非行少年への福祉的保護が
ますます狭まっているとする。 
そこで、司法的保護と福祉的保護の重畳的保護の実現に向けて、提案を行なう。まず、現在もさま
ざまな機関や人が強調している各機関（警察・学校・児童福祉法上の機関・司法・地域）の連携の強
化を一層進めることを提案する。 
しかし、それだけでは足りないとして、法解釈による協同の根拠づけを提案する。 
少年法 24 条と 18 条の併用、あるいは少年法 24 条と児童福祉法 25 条の併用である。 
 最後に、今後の課題として、法解釈による協同の根拠づけの一層の深化と、刑事処分を含めた三元
構造の検討をあげ、論文を締めくくる。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文は、日本の非行少年の保護が、少年法制と児童福祉法制の択一的二元構造になっていること、
すなわち、一方が適用されればもう一方が排除されるという構造になっていることを指摘し、そこか
ら、双方が同時的に、重畳的に適用される可能性を、法解釈として、あるいは制度的に設けて、重畳
的二元構造に転換することを提案するものである。具体的には、各地方自治体にある、児童相談所な
どの児童福祉法上の制度や専門家を、家庭裁判所が非行少年の保護のための処遇にあたっても活用で
きるようにすること、あるいは、逆に家庭裁判所の試験観察を児童相談所が利用できることを提案す
る。 
 
同論文は、そのような主張の妥当性を、次の２つの方向から立証する。 
      第１に、犯罪少年法制と要保護少年法制を重畳的に適用しているフランス法の歴史と現在を提示す
ることにより、その主張が実際に存在しうるものであること立証する。その際、重畳的適用の実現の
カギとなっている、少年係判事の「二重係属実務」を手がかりにする。 
      第２に、現在の日本の実務を具体的に分析することにより、重畳的二元構造の提案の有用性を示す。
たとえば、児童自立支援施設の生かされ方の分析などである。 
       
      同論文の主題は明確なものの、文章が流れるようなものになっておらず、時折読みにくいところが
あること、少年法制と児童福祉法制の双方が重畳的に適用される可能性を法解釈の提案として提示し
ているところはなお解釈論として構造的に弱いものとなっていることなど、不充分点も見うけられる
が、若い研究者としてのチャレンジ精神の表れとして、今後の成長によって克服することが期待でき
るものである。 
 
      筆者の歴史的・包括的で手堅いフランス少年法分析と、択一的二元構造と重畳的二元構造という筆
者独自の視角の提示は、筆者の充分な研究力量を示すと同時に、本論文が、日本の少年法研究に、独
自の大きな貢献をなすことを意味している。 
 
 以上の理由から、審査委員は一致して、本論文が申請者に対して博士（法学）の称号を授与するこ
とに値するものであるとの結論に達した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
